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児童扶養手当現況届及び児童手当書類審査及びデータ入力業務委託共通仕様書  

 

１  適用範囲 

本共通仕様書は、相模原市（以下「発注者」という。）が委託する児童扶養手当現況届

及び児童手当書類審査及びデータ入力業務委託（以下「委託業務」という。）に適用する。

また、受注者は本共通仕様書に定めるもののほか、別添の特記仕様書（以下「仕様書等」

という。）に基づき業務を履行しなければならない。 

 

２  目的 

委託業務は、児童扶養手当現況届及び児童手当制度改正対応に伴う業務について、

総合的、一体的に実施することにより、円滑な履行による業務の効率化と成果物の質

の向上を図り、児童扶養手当現況届及び児童手当制度改正対応に係る書類審査及び

データ入力業務委託を滞りなく実施することを目的とする。 

 

３  委託業務の概要等 

児童扶養手当現況届書類審査及びデータ入力業務の概要は、特記仕様書１に、児童

手当制度改正対応に係る書類審査及びデータ入力業務の概要は、特記仕様書２のとお

りとする。 

 

4 業務場所等 

（１）委託業務の業務場所は、発注者が指定する場所（相模原市役所会議室棟２階（相模原

市中央区中央２－１１－１５）第３会議室）とする。 

（２）受注者が行う委託業務は前項に定める場所で行わなければならない。ただし、発注

者からの指示を受けた場合は、この限りでない。 

（３）（１）で定める業務場所のレイアウト及び既存設備等については、共通仕様書別紙１の

とおりとする。 

（４）発注者及び受注者が用意する物品は共通仕様書別紙１のとおりとする。 

（５）前項に定めるもの以外に必要な物品については、受注者で用意すること。 

 

５ 業務内容 

（１）委託業務の主な内容は以下のとおりとする。詳細については、各業務の特記仕様書

のとおりとする。 

ア 児童扶養手当現況届書類審査及びデータ入力業務 

（ア）現況届の開封・受付 

（イ）現況届の書類審査 

（ウ）現況届の不備登録、不備通知の作成 

（エ）現況届のデータ入力 



2 
 

（オ）現況届結果通知の封入封緘・発送 

（カ）文書保存 

イ 児童手当制度改正対応に係る書類審査及びデータ入力業務 

（ア）請求書の開封・受付 

（イ）請求書の書類審査 

（ウ）請求書の基本情報データ入力 

（エ）請求書の不備登録、不備通知の作成 

（オ）請求書の読み合わせ 

（カ）文書保存 

（２）各業務の着手にあたっては、事前に発注者とその内容及び手法について協議し、承

認を得た上で実施すること。また、必要に応じ、内容及び手法の修正の指示を受けるこ

と。 

（３）委託業務の内容については、制度改正等の影響により必要がある場合には、発注者

は、受注者と協議の上、業務の内容について変更することができる。 

 

６ 業務期間 

（１）委託業務の期間は、次のとおりとする。 

ア 児童扶養手当現況届書類審査及びデータ入力業務 

  令和６年８月１日(木)から令和６年１０月３１日(木)まで 

イ 児童手当制度改正対応に係る書類審査及びデータ入力業務 

  令和６年８月１日(木)から令和７年１月３１日(金)まで 

（２） （１）の各業務を実施するために必要な準備行為は、契約締結日以降、速やかに開始

するものとし、業務期間前（契約締結日から令和６年７月３１日まで）に係る経費につい

ては、業務期間中の経費に含めるものとし、業務期間開始後に適正な請求に基づき支

払うものとする。 

 

７ 業務実施日等 

（１）委託業務を実施する日は、土曜日、日曜日、国民の祝日に関する法律(昭和２３年法律

第１７８号)に規定する休日を除く、月曜日から金曜日とする。ただし、委託業務実施日

以外に業務を実施する場合は、あらかじめ発注者と協議するものとする。 

（２）委託業務を実施できる時間は、午前８時４５分から午後５時までの間とする。ただし、

委託業務実施可能時間外に業務を実施する場合は、あらかじめ発注者と協議した上で

実施するものとし、それに要する費用は、受注者の負担とする。 

 

８ 業務実施スケジュール 

業務実施スケジュールは、共通仕様書別紙２のとおりとする。（想定の為、多少前後する

可能性あり。） 
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９ 業務遂行の基本 

（１）受注者は業務遂行にあたり、関係法令及び特定個人情報等を含む個人情報等の取扱

いに関する特記事項を遵守し、発注者の作成する業務説明書類等に記載された方法に

より、業務内容を適切に行うものとする。 

（２）業務遂行時に、受注者において疑義が生じた場合は遅滞なく発注者に報告し、発注

者の指示をあおぐものとする。 

（３）受注者は、業務従事者の労務管理の一切の責任を負うものとする。 

 

１０ 業務マニュアルの作成 

（１）受注者は、業務を円滑に行うため、各業務において業務マニュアルを発注者と協議の

上作成すること。また、業務マニュアルは、発注者からの要請等により随時更新するこ

と 

（２）業務完了時には、業務マニュアルの完成品を発注者に提出すること。 

 

１１ 業務従事者の配置 

（１）受注者は業務遂行のため、業務に必要な知識及び技術を有し、業務の公共性を十分

理解し、業務を円滑に行うことができる者(以下「業務従事者」という。)を業務場所に

配置し、業務に従事させるものとする。 

（２）受注者は業務従事者の採用にあたり、ハローワークとの連携による人材募集に努め

るとともに、できる限り市内在住の者を優先して採用するよう心がけること。 

（３）受注者は業務従事者の氏名を書面によりあらかじめ発注者に提出しなければならな

い。業務従事者に変更があった場合も同様とする。 

（４）業務従事者は、受注者の負担により用意する会社名の記載のある名札を着用する。 

（５）受注者は業務に支障が生じないよう、常に適正な数の業務従事者を配置するものと

する。 

 

１２ 統括管理責任者の選任 

（１）受注者は、業務従事者の中から統括管理責任者を選任し、業務の着手前に文書によ

り発注者に報告しなければならない。又、変更する場合も同様とする。 

（２）統括管理責任者は、正規雇用者から選任するものとする。 

 

１３ 業務管理責任者の選任 

（１）受注者は、各業務の従事者の中から、業務ごとに業務管理責任者を選任し、業務の着

手前に文書により発注者に報告しなければならない。又、変更する場合も同様とする。 

（２）業務管理責任者は、正規雇用者または有期雇用者から選任するものとする。なお、統

括管理責任者が、いずれかの業務の業務管理責任者を兼任することは差し支えない。 
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１４ 統括管理責任者の職務 

（１）統括管理責任者は、契約書、仕様書等、その他関係書類により業務の目的及び内容を

十分理解し、各業務の総合調整を図り、円滑に職務を履行すること。 

（２）統括管理責任者は、業務管理責任者の指揮、監督及び教育を行い、事故防止に努め

ること。 

（３）統括管理責任者は、業務遂行上重要な事項について、遅滞なく発注者に連絡、調整

及び報告すること。 

 

１５ 業務管理責任者の職務 

（１） 業務管理責任者は、統括管理責任者の指示に基づき、業務従事者の指揮及び監督

を行うこと。 

（２） 業務管理責任者は、日ごと又は時間帯ごとに業務の繁忙度合い等を考慮し、適正に

すべての業務を遂行できる体制を作るものとする。 

 

１６ 経費負担等 

委託業務に要する経費及び委託業務の遂行上必要な機器等に係る経費は、共通仕

様書別紙１に規定する発注者が用意する既存設備、消耗品等に係る経費を除き、すべ

て受注者の負担とする。 

 

１７ 情報セキュリティ対策 

受注者は、『相模原市情報セキュリティポリシー』（詳細については市ホームページを

参照。）を遵守し、受託業務におけるセキュリティ対策を講ずること。 

 

１８ 提出書類 

（１）受注者は、次に掲げる書類を期限までに発注者に提出しなければならない。 

提出物 提出時期 

（１）統括管理責任者等選任届 契約締結後２週間以内に提出 

（２）従事者名簿 業務従事開始前までに提出 

（２）受注者は、各業務の特記仕様書に定めるもの及び発注者が指示する書類を、発注者

が定める期限までに提出しなければならない。 

（３）受注者は、令和６年８月１日（木）から委託業務完了日まで、発注者に日報を提出する

こと。 

（４）受注者は、月末に日報をしめて累計を集計し、月報（月次報告書）として毎月１０日ま

でに発注者に提出すること。 

（５）受注者は、委託業務が完了したら、業務完了報告書を発注者に提出すること。 

 ※ 提出書類のうち、統括管理責任者等選任届、日報、業務完了報告書について、共通
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仕様書別紙３の様式案を参考にすること。 

 

１９ 契約金額の支払い 

 委託料は、次に定める請求月ごとに分割して支払うものとする。各業務月の支払金額は、

落札後に月毎の想定業務量等を考慮の上、発注者と受注者で協議し、契約金額を分割し

た金額を定めるものとする。 

 

請求月（業務月） 

令和６年９月（令和６年８月） 

令和６年１０月（令和６年９月） 

令和６年１１月（令和６年１０月） 

令和６年１２月（令和６年１１月） 

令和７年１月（令和６年１２月） 

令和７年２月（令和７年１月） 

 

２０ その他 

（１）受注者が委託業務で作成した著作物（業務マニュアル等全ての作成資料）に係る所有

権及び著作権は発注者に帰属するものとする。 

（２）この仕様書等に定める事項について、発注者と受注者相互間に疑義が生じたとき、

またはこの仕様書等に定めのない事項については、発注者と受注者で協議して定める

ものとする。 

 

以 上 
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特記仕様書１ 

 

児童扶養手当現況届書類審査及びデータ入力業務 

 

１ 用語の意義 

本特記仕様書における用語の意義は、次のとおりとする。 

（１）「現況届」とは、児童扶養手当現況届をいう。 

（２）「福祉システム」とは、発注者の提供するＰＣ端末を用いて参照する福祉システムをい

う。 

（３）「市職員」とは、子育て給付課の担当職員をいう。 

 

２ 業務概要 

（１）現況届の開封・受付 

（２）現況届の書類審査 

（３）現況届の不備登録、不備通知の作成 

（４）現況届のデータ入力 

（５）現況届結果通知の封入封緘・発送 

（６）文書保存 

 

３ 各業務の内容 

（１）現況届の開封・受付 

ア 市職員から封筒を受領し、件数の確認をする。 

イ 封筒を開封する。 

ウ 書類の並べ替えを行い、ホチキス留めする。 

エ 不備登録されていた書類が提出された場合は、既に提出されている現況届との付

け合わせを行う。 

オ 書類に相模原市役所受付印を押し、受付日ごとに件数を集計する。 

カ 件数の集計はダブルチェックを行う。 

 

（２）現況届の書類審査 

  ア 現況届の書類について、添付書類の確認及び書類の記載事項の審査を行う。 

書類の種類と審査項目数は、次のとおり。 

  （ア） 現況届（審査項目数：１０程度）※全員が提出する書類 

  （イ） 調査票（審査項目数：２０程度）※全員が提出する書類 

  （ウ） 適用除外事由届出書（審査項目数：５程度）※該当者のみが提出する書類 

  （エ） 適用除外事由届出書の添付書類（審査項目数：１０程度 添付書類の種類により

異なる）※該当者のみが提出する書類 
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  （オ） 個別書類（審査項目：無、添付の有無確認のみ）※該当者のみが提出する書類 

    ※個別書類とは「別居監護申立書」「養育申立書」「遺棄申立書」「拘禁証明書」「住所

要件申立書」の５種類。 

イ アの書類審査完了後、他の業務従事者により再確認を行う。 

ウ 不備があった現況届及び市職員の確認対象となる現況届は（３）の手順へ、不備が

なかった現況届は（４）の手順へと仕分けする。 

なお、（３）の手順により、不備登録されていた現況届のうち、書類の再提出等によ

り、不備が解消された場合は、福祉システムに不備解除の登録を行う。 

     

（３）現況届の不備登録、不備通知の作成 

ア （２）の審査の結果、不備があった現況届及び市職員の確認対象となる現況届は、不

備内容等を管理するための不備リストを作成し、不備リストと一緒に市職員に引き渡

す。 

イ 市職員の確認後、不備として戻された現況届について、福祉システムに不備登録を

行う。 

ウ 不備登録を行った現況届について、不備事由に応じた不備通知を作成する。不備通

知の宛名は、発注者が提供する現況届対象者のデータを利用する。 

エ 不備通知は、不備リストにより、発送日、通知内容、提出期限、再提出状況が把握で

きるように管理するものとする。 

オ 不備通知、返信用封筒、その他必要書類を封筒に封入する。 

カ 郵便局管区ごとに仕分けし、それぞれ通数を数え、 市職員に引き渡す。（※ イの

不備として市職員から戻された日から３営業日以内を目安として速やかに行う。） 

キ 不備通知発送後、提出期限経過後も書類の提出がない場合は、再度、不備通知を

発送する（※９月以降、２週間に１度といった頻度での発送を想定） 

 

（４）現況届のデータ入力 

ア （２）の審査の結果、不備がなかった現況届及び市職員の確認後に不備なしとして

戻された現況届などに印字されているバーコードをバーコードリーダーで福祉シス

テムへ読み込む。 

イ 資格情報（５項目）を入力する。 

ウ 他の業務従事者がデータ入力内容の確認を行う。 

エ データ入力が完了した現況届を証書番号順に並べる。 

 

（５）現況届結果通知の封入封緘・発送 

  ア 市職員が提供する、(4)のデータ入力結果が反映されたリストと、現況届との読み

合わせ（（４）イで入力した資格情報（５項目）を想定。）を行う。読み合わせの実施は、

第１回目が１０月初旬、第２回目が１０月下旬の予定。 



8 
 

イ 発注者が提供する児童扶養手当証書、児童扶養手当支給停止通知、リーフレット等

を、発注者の指示により、三つ折りにして窓あき封筒に封入する。（封入枚数：Ａ４用

紙：２～４枚程度） 

ウ 封入した窓あき封筒の宛名と、市職員の提供する発送対象者リストとの読み合わせ

を行う。 

エ 市職員の提供する引き抜きリストに基づき、対象の封筒を引抜き、市職員へ引き渡

す。 

オ 封筒を封緘し、郵便局管区ごとに仕分けし、それぞれ通数を数えて市職員に引き渡

す。 

 

（６）文書保存 

ア １０月初旬ごろから、現況届の書類から適用除外事由届出書を仕分けし、並べ替え

を行う。 

イ 発注者が提供する表紙及び背表紙に書類の名称等を記入し、裏紙を加えた３点で

現況届のファイリングを行い、発注者の指定する方法で保管する。このとき、１つの簿

冊の厚さは６ｃｍとし、現況届と適用除外事由届出書は、別の冊にする。 

 

（７）想定業務量 

ア 現況届の開封・受付 

    件数：約５１００件（不備により再送されてくる書類を含む。） 

イ 現況届の書類審査 

    件数：約５１００件（不備により再送されてくる書類を含む。） 

ウ 現況届の不備登録、不備通知の作成 

    件数①（不備リスト作成）：約１８００件 

    件数②（不備登録、不備通知の作成）：約８００件 

エ 現況届のデータ入力 

    件数：約４６００件 

オ 現況届結果通知の封入封緘・発送 

    件数 約４６００件 

カ 文書保存 

    件数 約５１００件 

※ 件数は、これまでの実績等により想定した業務量のため、実際の件数は上下しま

す。 
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（８）業務フロー図（※イメージ） 

 

 

   

（１）現況届の開封・受付

（２）現況届の書類審査

（３）現況届の不備登録、不備通知の作成

（４）現況届のデータ入力

（５）現況届結果通知の封入封緘・発送

（６）文書保存

市職員へ引き渡し

不備あり&市職員の
確認対象となるもの不備なし

（市職員確認後）不備あり

（市職員確認後）
不備なし

不備通知発送後、不備書類が提出されたら
（１）の手順へ戻る
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特記仕様書２ 

 

児童手当制度改正対応に係る書類審査及びデータ入力業務委託 

 

１ 用語の意義 

本特記仕様書における用語の意義は、次のとおりとする。  

（１）「申請者」とは、令和６年度児童手当制度改正に係る各種認定請求書（以下「請求書」

という。）、添付書類を市に提出した者をいう。 

 

２ 業務概要 

（１）請求書の開封・受付 

（２）請求書の書類審査 

（３）請求書の基本情報データ入力 

（４）請求書の不備登録、不備通知の作成 

（５）請求書の読み合わせ 

（５）文書保存 

 

３ 各業務の内容 

（１）請求書の開封・受付 

ア 市職員から封筒を受領し、件数の確認をする。 

イ 封筒を開封する。 

ウ 請求書の添付書類の並べ替えを行い、ホチキス留めする。 

エ 不備登録されていた書類が提出された場合は、既に提出されている請求書との付

け合わせを行う。 

  オ 書類に相模原市役所受付印を押し、受付日ごとに件数を集計する。 

カ 件数の集計はダブルチェックを行う。 

 

（２）請求書の書類審査 

ア 請求書、添付書類の確認及び各書類の記載事項の審査を行う。 

書類の種類と審査項目数は、次のとおり。 

（ア）児童手当認定請求書（審査項目数：２２） 

（イ）児童手当額改定認定請求書（審査項目数：７） 

（ウ）別居監護申立書（審査項目数：７） 

（エ）監護相当・生計費の負担についての確認書（審査項目数：９） 

    ※ 一人の請求者からは、（ア）、（イ）どちらかの請求書が提出される。 

 ※ （ウ）、（エ）については、書類単体の審査のみならず、その申立者や児童が（ア）、

（イ）の請求書の申請者や児童の氏名等と一致しているかも含めて書類内容の確
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認を行うものとする。 

 イ 添付書類の確認については請求書の内容に応じた書類が添付されているかを確認

する。 

 ウ 不備のある請求書と不備の無い請求書と仕分ける。 

  

（３）請求書の基本情報データ入力 

請求書の不備の有無によらず、請求書の申請者、配偶者、対象児童、口座情報、連絡

先などの基本情報を福祉システムに入力する。（入力画面数：5 画面） 

   不備の無い請求書については、他の業務従事者が請求書及び添付書類の内容と福

祉システム入力内容の確認を行い、確認を行った請求書及び添付書類については、適

宜並び替えを行う。 

不備のある請求書については（４）へ。 

 

（４）請求書の不備登録、不備通知の作成  

ア （３）のシステム入力後、不備のある書類及び市職員の確認対象となる書類は、不備

内容等を管理するための不備リストを作成し、不備リストと一緒に市職員に引き渡

す。 

イ 市職員の確認後、不備として戻された書類について、福祉システムに不備登録の登

録を行い、福祉システムから対象者の宛名を印刷する。 

ウ 不備登録を行った書類について、不備事由に応じた不備通知を作成する。 

エ 不備通知は、不備リストにより、発送日、通知内容、提出期限、再提出状況が把握で

きるように管理するものとする。 

オ 宛名通知、不備通知、返信用封筒、その他必要書類を封筒に封入する。 

カ 郵便局管区ごとに仕分けし、それぞれ通数を数え、 市職員に引き渡す。（※ イの

不備として市職員から戻された日から３営業日以内を目安として速やかに行う。） 

キ 不備通知発送後、提出期限経過後も書類の提出がない場合は、再度、不備通知を

発送する（※９月以降、２週間に１度といった頻度での発送を想定） 

 ※ 不備のある請求書は不備が無い請求書とは別にファイリング等を行い、管理するこ

ととし、発注者からの問い合わせに２営業日以内に対応できるよう管理体制を整える。 

 

（５）請求書の読み合わせ 

 不備が無く、基本情報入力を終えた請求書について、9 月下旬以降、月毎の頻度で、

市職員が用意する対象者のリストと請求書の内容の読み合わせを行う。 

 

（６）文書保存 

（５）の読み合わせ後、9 月下旬以降に、発注者の指定する表紙及び背表紙に必要事項

を記入し、裏紙を加えた３点で文書のファイリングを行い、発注者の指定する方法で保
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管する。このとき、1 つの簿冊の厚さは６ｃｍとする。 

 

（7）想定業務量 

ア 開封・受付 

見込件数：２３，５００件（※不備返送分含む） 

イ 書類審査・システム入力・不備対応 

（ア）児童手当認定請求書（審査項目数：２２程度） 

見込件数：１４，０００件 

（イ）児童手当額改定認定請求書（審査項目数：７程度） 

見込件数：２，０００件 

（ウ）別居監護申立書（審査項目数：７程度） 

見込件数：２００人 

（エ）監護相当・生計費の負担についての確認書（審査項目数：９程度） 

見込件数：２，５００人 

（オ）不備件数 ※（ア）、（イ）、（ウ）、（エ）合算 

不備件数：７，５００人 

ウ 文書読み合わせ・文書保存 

（ア）文書読み合わせ 

  件数：16,000 件 

（イ）文書保存 

 件数：16,000 件 

※ 件数は、あくまでも想定した業務量のため、実際の件数は上下します。 
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（８）業務フロー図（※イメージ） 

 

（１）請求書の開封・受付

（２）請求書の書類審査

（４）請求書の不備登録、不備通知の作成

（３）請求書の基本情報データ入力

（５）請求書の読み合わせ

市職員へ引き渡し

記載等不備あり不備なし

（市職員確認後も）不備あり（市職員確認後）
不備なし

不備通知発送後、不備書類が提出されたら
（１）の手順へ戻る

（６）文書保存


